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物財バ ランス体系 (MPS)の課題と展望

一 統合化問題を中心に して-

中 江 幸 雄

1 問 題 の 所 在

戦後 ソビエ トの国民経済バ ラソス (BHX)研究における重点は大略次のよう

に推移 してきた｡まず1957年全 ソ統計家会議の頃までその研究の重点は,戦前

30年代に確立された BHX諸表に もとづき,それを総括する分析表の開発wL_あ

った｡ これは羊 としてス トゥル ミリンにより理論的関心から提起されたもので

ある｡ この総括蓑を完成 させるという試みは, ソビエ ト最初の1923/24年 BHX

が1929年スター リンにより ｢数字の遊戯｣であると非難 され,マルクス再生産

表式に もとづ くとい う研究方向が敷かれるなかで,その延長線上に登場したも

のである｡企業会計の勘定形式の頬推で国民経済 レベルの勘定を設計する戦前

20年代のアプローチに対 し,それ以後の BHX研究は再生産表式のアプローチ

を基礎におくという意味で国民経済計算論の独創的方向が切 り開かれたのであ

る｡

ところが戦後中央統計局 (uCy)は BHXが諸表ソリーズであるとし.それ

らを総合化することに消極的な立場をとっていた｡事実表式の具体化には限度

があり,1959年部門間バランス (州015)作成を契機にして幼究の重点は後者に

移行 した｡ 遅 くとも66年 N106 0)作成時点にそれは BHX a)重要な篇 と位置

つけられ,実際の計画立案に利用 されることとなった｡当時 ソビエ ト数理派は

NIOB//)折に過渡の期待をかけ,あたか も N106が BHXに優るかのような幻

想をいだいた｡ しか し NIOB は本来実物循環のみをフォローし, しか も生産
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がて数理派自身によっても認識 され,その限界を超克する研究が開始されたO

けれ どもこの時期 BHX全体の改善にはたい して注意が払われなか った といえ

よラロ

60年代後半からは 13HX諸表 (mOB も含めて)の統合化問題が ソビエ トに

おいても注目され,今 日に至るまで実験的研究が継続 されているo この研究は

SNA (A System ofNatlOnalAccounts)[21] やそれに先行する R.フ リッ

シ ュ,R ス トーンら西側o)研究者による行列形式を用いた統合体系に影響を

受け 7:開始 されたものに他ならない. しか しその背景には.65年経済改革以降

所得循環 を-クロレベルで一層詳細かつ的確に捕捉 し,弾力的な経済運営を行

わぬばならないという実践的要請があったoそこで実物循環中心の現行バラソ

ス諸表か ら所得 .資金のフローとも多面的やr接合 された統合バランス蓑の開発

が期待されたのであるO

ソビエ トではダダヤソ [09コ.イサエフ [12],[13],[14],デ トネヴァ[10]

など数理派の研究 ･改善案や,ベルキン他 [06], [08],アプ リュチナ [03]

の提案が発表されてきた｡そのなかでも最 も注 目に価する有力な統合/､ラソス

表の提案は,イサエフを中心 としてソビエ ト科学アカデ ミー付属数理経済研究

所資金計画化実験室で開発されてきた ｢総合物財一資金 バランス｣(CNl¢6)

と,-ルキソを中心としてソヒエ ト科学アカデ ミー付属経済研究所国民経済モ

実物 フローと資金7°-との二面的パラソス性の確保の問題に焦点をあててい

る｡

本稿ではとくに欧米での統合国民勘定の研究O-)影響が濃厚である C爪¢B を

取 り上げ,現行体系-MPS との比較を行 う｡その目的は C山中Bが現行体系

に代替 しうるものなのかどうかにつ き一定の評価をすることにある｡尚, ここ

では労働価値論に もとづ く.ミラソス体系 を MPS(MaterialProductsSystem)

と略記 し,具体的には経済相互援助会議統計常任委員会に上り69年に採択され

た社会主義諸国の統一国民窪寺斉ノミランス [02]を指 している｡それは資本主義
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諸国の国民勘定体系 (SNA)に比肩 しうる社会主義諸国の代表的な国民経済計

算体系である｡ この MPSは ソビエ ト中央統計局の主導のもとに作成 されたと

判断できるので, 若干の差異 (計算方法, カヴァレッジ, 補足表などに関し

て)を掛酌 してそれをソビエ トの現行体系 とみなすことができる｡凶に- ソガ

リーではすでに60年代末に MPSの諸原則に もとづ く独 自の統合表が完成 して

いる (これについてはアルヴァイ [04], [05] を参照されたい)O

ところで, 現行体系の基礎である57年 uCy 案か ら現行の MPS に至るま

で,BHX諸表の細部にわたる改善は別に して一つの大 きな変化がある｡ つま

りそれは,57勺=当時 BHX総括蓑が物財 6,資金 6,労働資源 B とともかr4

基本蓑 とされていたが,今 Rでは総括表が欠落 し,かh りに国富 ･固定資産 B

がそれに含められていることである1)｡ 今 日 BHX総括表が無視ないし軽視さ

れている原因は,それが抽象的理論的分析に役立っても他の諸表の断片的接合

にすぎず,BHX全体の鳥牧園ではないということにあるo 現在でも現行体系

-MPS を支持 し,その部分的改善の必要 しか認めない uCy及びゴスプラ ン

の正統的立場に 対 し,C爪◎6 開発の第一人者イサエフは現行体系の根本的欠

陥 を指摘するOすなわち彼は,現行体系において二両的バランス性,部門間の

相互関係 ･比例が総括表で集約的にみ られるだけなので,機能的分析の必要に

応 えないという2)o Lか し彼はその欠陥を具体的に示 していないので,果たし

てそのように言えるか どうか疑問である｡そこで本稿では,なによりもまず現

行体系に もとづ きその欠陥 と改善方向を探る必要があるとい う考えか ら,MPS

諸表の部分的統合を意図 して ｢MPS マ トリクス｣ を提示することに した｡ そ

れにより CNl¢B との比較を容易に するだけでなく,多面的な相互連関 と分析

的可能性の拡大方向を解明できるであろう｡

1)rleTpOB〔19〕.Bop[17〕,HeaeB〔13〕 など研究立場を具にする者の間においても,公式文献
[02],〔20]においても.6HXの4基本熟こ何を含めるかということは一致しているようである｡

2) HcaeB〔13〕cll,64-65,87_
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i. C爪¢Bの概略

今 日のソビエ ト経済は複雑な多段階 システムであ り,中央での基本的国民経

済的比例の決妃に比､じて諸企業が既定を行 うといった弾力的な集中的経済管理

が発展させられなければ ならぬ, という認識が イサエフらの研究の土台にあ

る8㌔ そこで 爪06 の方法的原則を生か しつつ所得循環をも包括する統合-､ラ

ンス体系を開発 し,機能的な分析 ･計画 El的に役立っ ものに しなければならな

い とされるU現行の BHXは主に再生産の理論図式打沿い年間の市生産過程の

諸結果を反映するのであるが, 統合 6 体系はそれをさらに具体的な経済取引

の詳細な情報で補足するのである0第 1表に示 したように統合 B体系は二重の

意味をもっ｡第 1はいわゆる水平的統合,つまり各 レベルでの現行 BHX諸表

の部分統合であ り,国民経済 レベルでは部門間 C爪◎B と共和国間 CNl◎B の

2ヴァリアソトが設定 され,その部分的勘定の詳細化 として国家セクター勘定

があるO (すでに盛田 [25]により SNA との比較の関心か ら第 1表の I.aと

Ⅰ.dが紹介 ･検討 されている｡)完成体 として公表されているのは第 1蓑のrlで

あり,旧 CNl¢6形式に従いエス トニ7共和国61,66年報告 6 (143×143行列,

約 5千の記録),71年計画 6が実験的に作成 され,さらに若干の改善 を加えた

新 cm¢B形式に従い同じく-ス トニ7共和国72年表 (260×260行列)が試作

されたという4)o(この新 C爪¢Bは野村 [23]により紹介 ･検討されている.)

こC,)結果 CNL◎Bは ｢基本的報告記録 として系統的に作成可能である｣ と評価

され, またそのような完全に接合された (fyllyarticulated)バ ランスの分析

的価値は,現行 BHX の全利点を維持 しつつ諸決定の波及 とその結果を具体的

に示す可能性をもつ と期待されている｡

さて,第 2の意味での統合はいわゆる垂直的統合 と称 され,第 1蓑にみ られ

3) ilcaeB〔13〕C,4.
4〕 HcaeB[13〕C.1191961,66年エストニア共和国 CN106に関してはHcaez]〔12〕C296-316
を参照されたいD
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第1表 現行 BHXと統合バランス体系の関連

出所 H caeB〔13〕亡94,McaeB〔14〕C.35,感EE〔25]

第2表 現行 BHX諸表の単純な正方行列化

I.爪06 オープソ体系の正方行列表示 II.現行資金 6の正方行列表示

1 2 3 1 2

一･･･ : .
備考 t,)は純部門ないし主体別/分宿,α.Pは対象別分類を表わす｡

出所 Hcae8〔13〕C68175,を参考にして作成した｡

るように最上級か ら最下級の企業 レベルまで経済情報を標準分渠百･指標に よ り

結 合し,企業簿記に直]安に接続することをめざす ものである｡ この垂直的統合

に関 しては後段で論及することに し,以~下 C爪¢B の概念的枠細 を検討するC,

2 修正 C｣Ⅵ◎6

まず第 2蓑の例にそ くして CNl¢6 作成上の基礎的アプローチを解説するo

CM¢B は生産物及び所得のフローのみならず, 財政 ･信用 ソステムの再分

配経路 を通 した資金調達 (中mlaHe74POBaITHe)の連関 も包括する弾力的 な正方行

列形式 を採 るが,既存の BHX諸表を基礎にお く場合 2っの拡充方向があるO
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0 1 2 3 4 5

0

坐速 とL 産 物 1 T T T
生 出 活 動 fli 産 .的 領 域不 生 連 山勺 領 域住 民 234 TTT

所 サ ー ビ ス 5 kA.

LJjIr1:EJ.支 出 d三 舵 的 似 LJ1不 生 産 産 的 触 ｣戎班 678 D′D′ DD

綿分rWL. 伴 比 D′

財 政 財 政 シ ス テ ム財政システム 所得財政システム 支 出 910ll D

信 用 シ ス テ 与信 川 桁 L塊 121314

潤要望 消 却 支 lll. 社 会 的 消 賀 -1516

p#芯 蓄蔵資金割当 Jii 距 的 硯那/=Lip旗 的 解任財政 .信用システ 17181920 ,Ao D′Ll十D′蓄 積 形 態 . 21

22 T

t

備考 T,D,Fはそれぞれ物的生産物,所得,集中的資金割当 ･信用供与に関する取引を表わす部

首 (期末)の部門別固定 ･物的流動フォ/ト在7乱 kAo(kA.)は期首 (期末)の部門別金融

ることを意味する｡

出所 11cae8[13]rIPJIJIOXeHl1eI.cl02-112.rlpIm 0〉Ket7meIII.ⅠV.VI,VIIより作表した｡
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6 7 819 10 11112 13'14 15 16 17 18 19.20121 22 t

kP. lPoIP LP.,

T T T T

D D rJ kA上

D I) D D

n T) 刀I) DD DD

D I) D DD

D 1) D FF F F F F Fど

DD D

い+D′D′ FFF/ FFF IAtD D D

D D DJ r F

分行列である｡ ,A.(.A.)は期首 (期末) の粒類別固定 物的流動フォL/ド在高,EP｡(.P｡)は期

資産,kPQ(kPL)は期首 (期末)の金融負債を表わす｡ クッンユを付けた記号はそれが対角行列であ
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第4表 修正 CNt¢Bの記号説明

以下の記号の添 字 は第 3表の行 ･列番号を表わす ｡

TB1,T 3･1,T .1 生産活動部門による生産物の産出

T Ia,T l･8,T 14.生産活動部門による物的支出

Tl15,Tl.16 個人的,社会的不生産的消費

T 121 種々の蓄積形態での生産物利用

T l豆2.生産物輸出

T 2注1 生産物輸入

D l｡.1 取引税

D5.6.D5･7,D58 生産的複】京,不生産的領域,住民によるサーヒス陣入

D6.5,Dl･5･企業,組織による有料サービスの実現

D '62,D'7且,D ′8.4 (取引税を除 く)部門別生産EEl民所得

D 66 ±ヒ産的領域範囲内での再分配支払

D86,D8,7 企業,組織による賃金,プl/ミ7ム,その他の住民への支払

D.1.,D711 財政システムから企業 ･組織の経常生産活動への資金割当

D 8Ll･予算により支出写れる恩給,奨学金,決助金

Dl.6, DIOl 企業 ･組織による財政システムへの支払

D IOB 所得税,その他住民による財政 ンステムへの支払

DMD 財政システムの (種績別)所得

DIL9 財政システムの (種病別)支出

F′巳09 財政システム所得の支出に対する超過,D｡10-DL⊥g

F ITU, F ェ｡1..予算から基本投資の資金割当

D614,D714 -短期信用債務の増加

D814 消費者信用債務の増加

D l.6,Dl."D148:貸付債務削減と信用刺子返済

Fl主12.信用システムの (純〕信用投下

F1813 信用システム0)借用源泉増

F 1817,F191｡: (ゴスバンク信用原臭における)企業 ･組織の貨幣末消費残高の変動

F1819･貯金局,銀行勘定における住民資産の変動

F la2D 予算勘定における剰余金の変動

FlB皇2 信用ンステム対サト貨幣所得の純増

F l巳･22･対外信用債務の増加
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F1714,F1814,F1914 企業,組織,住民の長期信用債務の増加

D 158･物的財貨の個人的消費向け支出

DIOO,DIOT.企業,組織に上る不生産的性格の物的支出

D′172,D'18 8,D′1,.･部門別固定フォンド減価償却

D′ェ76,D′1日7 蓄積資金割当における企業 ･組織の自己資産

D′178 住民の貯蓄 (基本支出も含む)

D" 17,D2日｡,D Z▲1号 企業,組織,住民による国定 ･物的流動フォンドの支出 (程類別)

D 2巳6,DB巳7, I)巳2｡ 企業,組織,住民の対外貨幣支払

F2219 住民による貨幣死蔵

D622,D7.22,D822 企業,組織,住民の対外貨幣所得

フォントバランスの関係式

1, 期首,期末の金融資産

kA｡十 (Flワ14十F1814+Fl｡.4)+(D614十 D714+D614)

-(D146+D14.7+D⊥州 )-HAL

ないし,kAo+F⊥4 12-kAL.
2 期首,期末の金融負債

kP｡+FLZ.18-APE.

3, 種軒別フォンド/てラソス (期首,期末の有形資産)

1A｡-(D′⊥7i+D′18a+D′194)+(Dal17+D2エ11さ+DB⊥⊥,)-TAL
4_ 部門BrJフォンドノミランス (期首,期末の正味資産)

EP.+D2117～19-fPE

(但し,減耗更新を除 く)

出所 ,第 3蓑に同 じ.

第 1は開放型の MOBを拡大 し,いわゆる第4象限に勘定問の然 るべ き取引を

設定することであるo Lか L実際には 爪06における最終支 出 (Y.p)･1次所

得 (Ⅴ｡,)が対象別分類 を採用 しているので, 所得再分配を示す とされる第 4

象限にそのまま数値 を充填することは無理である｡つま り第 2表の Ⅰにそ くし
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て言えば,N106 の第4象限は rαβであって,客体ないし対象間の再分配経路

を設定することは事実上不可能であり意味がない｡イサエフはそのことを理解

せず,単純な形式論理のみで機械的に mOBの第 2,第 3象限を拡大 し第 4象

限に所得再分配が示 されるとしている｡但し,第 2表 Ⅰの2行 ･列に主体別分

業頁を追加lすれば間組を解決できるo凶にベル中 ソらの ｢所得一繭FjPh｣モデルは

そ うした独 自の解決案であって, そcr)出発表式は第 2表 Ⅰにあるとみなせる5㌔

第 2の方向は第 2表のⅡに示 されるよ うに現行資金 Bの形式を拡充することで

ある｡ この方向に関 しては現行資金Bで客体-所得対象別の主体問の連関 (節

2蓑Ⅱの2行 ･列)捕捉がされていないので困難であるとイサエフ自身が指摘

している.結局,イサエフは生産勘定に二重分額を採用 して従来の N106の第

1象限を変換 し.さらに所得分配,消費,蓄積,対外関係の4勘定をそれに接

合することで C爪¢Bの枠組 を独 自に設計 した と考 えられる｡その点で現行体

系の枠組には全 く依拠 しておらず,欧米の統合勘定設計方法を巧みに移入 した

といえる｡

第 3表に示す CMやBは第 1蓑のⅡを参考に しつつ, Iaを基準に して Id

のフォンドバランスを合体させ,若干の削除 ･補充 を行なった ものである｡第

4表に この修正 CNl(pB の記号説明を一括掲載 しておく｡

修正 CNl¢Bについて若干の説明を要するのは次の諸点であるo

(1) 第 1表の Iaは23×23行列,Idは 26)く26行列であるが,その細分煩

は不明であるO国民経済 L,ベル 0jCNl¢B は未だ完成されていない｡そこで修

正 CNl¢B の場合,ほぼ間違いないと思われる細分規を採用 して 200×200前

後の行列 となるもの と考えられる｡

(2) 生産活動勘定では .｢部門 ･セクターの複合分筆頁｣が採用されるUこの分

類については後述する. とくに T 8.1 (記号の添字は 3行 1列を指示 し,以下す

べてそのように標記する)は不年産的領域に所属する生産企業による産出高を

示す (例えば保健省管轄下の製薬企業の産出高である) ことに留意されたいO

5) 詳細は 6ent(Htl他 〔06〕,望月 〔24〕を参腰されたいっ
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T l･2,T13, T14 は減価償却 を除 く物的支出を示 し,T62,T7･3, TB･4 は取引税 を

除 く部門別生産国民所得 を示す｡取引税は D l｡.1に分離 して記録 され, したが

って産出高は取引税 を除いて評価 されるO

(3) 9行 ･列の財政 システムの 勘定に おける財政余剰金 (D g川-Dll.9)は

F'20.9 に転記 されるo FH.⊥2 は信用 システムの 純信用投下で, 提供 した信用

(D 6～814, F 7～1914) か ら返済 された信用 (D14.6-8) を差引いた残差項 目である｡

(4) D85住民による有料サービス0)実現, D 8,8住民間内部取引, F1911予

算か ら住民への基本投資用資金割当はいずれ も空自で記録 されない. また蓄積

資金調達勘定において手持現金士削ま住民のそれのみ F22.川 に記録 され, 生産

的 ･不生産的儀域の蓄積余剰資金はすべて借用源泉に入る もの とされているO

(5) F la2巳は信用 システム対外貨幣所得の純増であり, F ln2巳か ら F2212 を

差引いた残差項 目である｡F.3.22がマイナスの場合は F221Bに記録 してもよい｡

こ こでは残差項 目はすべてプラスの場合を想定 して蓑に記載 してある0

第5麦 再生産過程のモデル化

2 3 4 5 6

05

国 富 Itr l t5

備考:1行 1列の枠は実物の7°-を3行3列の枠は所得のフローを示すO
出所 =Hcaez3〔15〕占437.
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0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

U

坐塞 物 的 生 産 物 1 T23 エ (T);T)

分第1配次 :企-堪 の弟 1次 所 得 45 a (a)a (a)

再分配 所得 .三引Jj(箆良品慧為竺)櫨響.//}4ag碧空)イ主 民 678910 A(a)a D -. い旦)a

サ - ビ ス ll12 C1(d)(1

財 政 財 政 シ ス テ ム 13ll15 lj(D)D (D)D

信 用 信 用 投 下 161718

19

笛 析 曜品晶警∠漕モ 部 2021222324 D′(Dつ非 物 的 門能管禁ダ要望)イ壬 氏 D(D′)D,
25

潤要望 2627 I)(1((1)

帯環 -韻 JJ< 28293031EA○iAO くd⊥〉 く(lE〉 く(lBlt(a)

付 .≠ト 関 係 32 t

t

備考 1-33行列にある小文字の記号は列ベクトルないし行ペク1ルである｡ その他は第 3表の傭

出所 MPS 〔02〕より作表したo
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0
工 t t t t t 1

3

45

D(D)D(D)D チ(iii :十 (1(Lla(a)a -a(-a)∴(dj(I 678910

DD a ll12ど L1 131415

ど- 一f f 〔L)f(i)I f :(171819

F(F)F(F) f(∫∫(ff 亡l(Lt)Ct〔d)-(I 2021222324
25

2627

d C(1)a (A)-(Tト1) tA,[A.28293031

(I ∫ f(f)∫ (∫) ∫(a) 32
t
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第 7表 MPSマ ト])クスの分類明細

主 分 析 副 分 輯 主 分 析 副 分 額

l

l
,
1

1
･
2

1
･
3

1
･
4

-
･
5

1
･
6

17

芋

崇

=
･

;

霊

室

3

霊

-
･
3

崇

:
･
L
+

,
1
6

期首フォソ ド 788.18.28.38.48_58.68.7

物的生産物

工 業 財

農業生産物

林業生産物

輸送の産出

その他の物的生産物

物的生産部門 99.19_29.39.41n10.110.210.3

工 業

建 設 業

農 業

林 業

輸 送

通 信

商 業

llll.1ll.2ll.3ll.､41⊥.5ll.6ll.7ll_8

.(社会主義セクター〉 国家セクター

:く〝 ) 協同組合セクター

〈〃 ) 社会的組織

く//) 被雇用者の個人用土地区画

画

12

物的生産部門 1313_1

(物的生産分野社会経済セクター)

71-76,同上

非物的部門

住宅提供 .地域サー ビ ス,公益
業務

教育,文化,芸術

保健,社会保障,スポーツ

科･学,科学サービス

財政,信用,侃険

一般政府

その他の非物的部門

(非物的分野社会経済セクター)

く社会主義セクター〉 国家セクター

く //〉 協同組合セクター

く〟 ) 社会的組織

(私的-I:ククー〉

非物的分野の住民の賃金

財政システム

国家予算
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社会保険

損害保険 ･生命保険

非予算特別基金

財政 ンステム所得

取 引 税

利潤控除,フォン ト利用料

住民の納入

外国からの支払

その他予算への支払

朴金保険負担

損保 ･生保の保険料

非予算特別基金への支払

財政 /ステム支出

基本投資への資金割当

経常的資金割当,助成金

外交費,無償援助

年金,手当,奨学金

保険金の支払

非予算特別基金からo)支払

その他の再分配支払 (債務 ･債権純
増,罰金 .科料,白菜的協会-
の住民の会BL料 ･負&日金,外国
通貨に対する支払,守)

物財の個人的消費

国営 ･協新の小売業からの財の
購入

自由市場からの財の購入

現物での財の受取

乗客輸送 ･通信に対する支払

住民の手仕事に対する支払

家庭用電力 ･水道 ･カスの支払

公 .私住宅の減価償却

物朋の社会的消費

凶冠フォン ト減耗

EEl定 フォソ ド拡張

備考 非予算特別基金が具体的に何であるのか MPS[02〕から理解できないが,ソヒエトでの閣
僚会議集中化フォントに相当するものとして肌理しているq

出所 第6表に同じ

⊥記以外 の フ p-はマ トリクス及 びその記号説 明 よ り理解 で きるであろ う｡

この修正 C入柚6 の特徴 は現行体系 との対 比に おいて鮮 明に され るの で後段 で

述 べる0

3. MPSマ トリクス

現行体系 を- トリクスで妄示す る試 みは 68年 SNA 公刊 に 前 後 して アル ヴ
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ァイ [04], イヴァノ7 [11]により提起され, わが国では野村 [22]により

SNA 対 MPS比較 ･調整問題の検討で利用 されている｡ ところが7ルヴァイ

の MPSマ トリクスは- ソカ リー統合国民勘定 との比較をするために堤起され

た もので, 勘定配置が特異なこともあ りここで利用できない｡ イヴァ/フの

BHXマ トリクスは現行体系の特徴を十分に示 してお らず, 不必要な分類がめ

だちこれ も利用できないoそこで第5表に示す再生産過程のモデル図表を出発

点におき, MPS[02]の諸表及び解説 を用いて独 自にマ トリクスを作成 した｡

とくに修正 CNi申B で採用されている蓄積勘定の2分法をここで も用いること

に したE,

第6表に MPSマ トリクスを示 し,その勘定分類の細 目は第7裏に一括記載

してある｡

MPS- トリクスについて若干の説明を要するのは次の諸点である｡

(1) MPSマ トリクスの大文字記号は部分行列である｡第6蓑では34×34行

列に圧縮 しているが完全体系で90×90ない し102×102の正方行列 となる｡ こ

のことは現行体系がかな りの雀度詳細に再生産の諸局面を捕捉 していることを

意味する｡但 し,記号で印した部分行列が現行 MPSの諸指標で埋めつくされ

るわけではない.,部分行列の行総計ないし列総計 しか示せないと考えられる場

合は各々記号の下ないし上に実線を記 してある (例えば 写,D)T そ して項 目

に記録 され うるかとうか不明な場合は当該部分に点線を記 してある｡ また生産

活動,所得 ･支出,蓄積資金調達の3勘定で部門分輝 とセクター分類が重複す

ることになるので,後者のみマ トリクスの記入で ( )括弧 を付けてある｡

(2) MPSマ トリクスに 変換する際, 最 も注意を要 したのは資金 B であるO

それは社会的総生産物の生産 ･利用及び対-外関係の間を接続する再分配 ブロッ

クを有するので あるが. その再分酉己プT'ックに 全 セクター ･苦肝ヨcr)再分配受

取 ･支払が一括 して記録される｡そのためセクター ･音肝つの所得 ･支出勘定を

明瞭に読み とれる利点があるものの,市//}配受取 ･支払の形態はすべて並列さ

れ るだけで再分酉己ブロックの表頭に登場する客体を通 した主体問の相互関係が
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不鮮明である｡社会的総生産物 と国民所得の利用 と/:ランスされるべ き消費資

金 ･蓄積資金の配分経路 も不鮮明 である｡ ここに現行資金 6蓑章形式の最大

の弱点があるわけで,その他の国民所得6をも利用 しつつ行列形式で6表童す

ることによりその弱点をある程度克服できる｡つま りMPSマ トリクスでは財

政 ･信用システムを登場 させ,さらに蓄積勘定で2分法を採用 したことにより

蓄積資金の配分経絡を再分配 ブロックの- ランス関係 (各主体の所得 .支出勘

定)か ら分離 したのであるo

(3) 以下 MPSマ ト1)クスの講勘定を個別に説明するoまうJ生産勘定に関し

て｡T1.2 は固定資産減耗 (dl)を含むので.28行 2列に それだけなとりだ して

記録 し1行 ･列のノミラソス計算には含めない ものとする｡ これは現行物財 Bが

中間物的消費のうちに物的生産分野の減債補填 を含めてしまっているのであり,

分析上不都合なことになっている｡住民及ひ非物的分野の不生産的固定資産減

償補填は TlE6,t127 に含められている｡ したが って上記 と同様に28行10･8刺

にそれだけを括弧を付けて記録 している｡第 1次所得-生産国民所得は総生産

物 _T2▲,(T32)から中間物的消費 Tl2,(T2.3)を差引いて4-5行2-3列に記

録 されるOまた住民の第 1次所得には住民の貨幣所得 .支出Bと異なり現物収

入 も含まれているO

(4)資金Bにある項 目 ｢第 1次所得の再分類｣ と ｢再分配差額｣はマ トリク

スへの変換の際不必要であり前者は省略 したが. 後者は再分配 プTlックを完

結するもの として登場させている｡ 6-10行25列の第 1｢再分配差額｣は各部

門 ･セクターの経常的再分酉己受取 .支払の残差であり,一般に物的生産分野は

マイナスで非物的分野はプラスで記録される｡つまり物的分野の再分配差賓的 ;

非物的分野の維j寺にまわ されることを意味 している020-24行25列に記録 され

る第2｢再分配差額｣は受取側 〔財政からの賢金調達,長期信用供与〕か ら支

払側 仁預貯金 (17行20-24列),手持現金増 (32行20-24列)〕を差引いた残差

が記録 されるO ここでは一般に住民のそれは-イナスで記録されるであろう｡

また25列の合計は輸出入差額 d 5225 を加えて0となるO 両方の再分配差額は
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上掲第6表の 6-25行 ･列 と32,6-25行 ･列の枠内で,自己留保資金 (20-24

行 6-10列の対角行列)を除外 して計算される. さらに25列は中間的残差項 目

であり,各行 ･列のバ ランス計算には含めないことに留意されたいo

(5) 財政 ･借用 ブロックに関 してはできる限 り CNl◎B の原則にそ うように

配置 したが, 若干異なる点があるo 財政 ンステム剰余金の変動 (D 1814+ Fl｡.16

- D 1518) は F16.13 に記録 されるとした｡ その理由は MPSマ トリクスでは蓄

横資金調達勘定に財 ･信 ･/ステムを省略 したからであって,処理の仕方はMPS

マ トリクスの方がよい と思われる016行 .列の記録は･いずれ も純増分であるが,

この信用 ノステムの/ミラソス関係は残差項 目を導入して維持 されるであろう｡

fl′.32 外国か らの支払等は f16･,2- f32⊥6 の純増分で あ り, それ と f8｡一1品外国か

ら受けた信用に対する利子支払だけが 記録 される ものとした｡ しか し MPS

[02]の解説が簡略なので幾分不明な点が残 っているo

(6) 固定資産減耗引当は減耗更新掛 こ等 しい とみなされ,前者は 28行2･8･

10列に ( )括弧を付けて記録され,後者は28行20-24列にマイナスで記入さ

れる｡

4 比較的検討

修正 C肌ゆB と MPSマ トリクスを比較 して評価することのできる諸点は次

の通 りであるO

(1) 生産勘定の細分額についてo MPSでの生産活動の細分類は物的生産分

野の産業分芙頁が採用 されているO それは ｢個々の組織上の単位 (すなわち企

莱)ではなく主 として同種の経済活動を行 う単位 (すなわち事業所)に もとづ

く｣ ものであ り,副次的事業所 も独立の勘定をもつ もC')として相当する物的部

門に割当てられるのである8'｡ ところが修正 CM中ロ におけるその細分炉は若

干特異であるO 共和国 cm¢B と支払循環行列 (第 1蓑のⅡと Id)では,坐_

産的 ･不生産的領域の細分類に生産管理の組織的構造を反映する省官庁別の基

準が第 1におかれた ｢現実部門｣分類を採 っている.,ここで修正 CM.013は部

6) MPS〔02〕p 8
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門間 CNIOB(韓1表 Ⅰ)を基準に しているのでその細分類を採用することに し

ているが,イサエフは部門間 C州¢Bのそれについて詳細に述べていない｡断

片的な記述より次のように考えられるoまず生産的領域の細分塀 はMPSの場

合 と異なり企業ベースの産業分煩に もとづ くが, SNA の生産塙動分業頁に即 し

て費用構造U-)ちがいな明確にするた軌 一般の物的生産部門諸企業の経済計算

原則 とは異なるタイプ.つま り住民の個人副業経営 と不生産的領域講部門の若

干の生産活動だけを分離 して示 しているのである｡ したが って MPSマ トリク

スの方が修正 CNl¢B J=り集計 レベルの抽象度が高いということができる7)｡

重要な相異は,修正 CNIOTSの生産勘定が SNA 連関蓑のタイプを採用 して

いるのに対 し,MPSマ トリクスのそれは現行の物財バ ランスであり,後者の

生産物種煩の分摂はきわめて韓的的であるということにあるo今 日の分析的 .

計画的 目的からして前者の詳細な商品 (生産物)分頬を採用すべ きことは疑 う

余地がない｡ 但 し, 補足表 として セクター別の生産 ･分配構造 (第 6表の3

行 ･列)は維持 されるべ きであろう｡

(2) 所得 ･支出勘定, 蓄積資金調達勘定に おける セクター分掛 こついてo

MPS マ トl)クスの場合,部門分類 と社会経済セクター分煩が重複 して配列さ

れているが,これを統合表にするためには主体勘定でも統一的に示されるべき

であって, 改善の余地があるoCM¢Bのセクタ一分煩がそれを実現 したかど

うかは断言できないO何故なら CNlq)B の場合,住民セクターに私的セクター

も労働者 ･協同組合成員o)個人副業 も含めていることは明白なcr)であるが,住

民セクターがグループ分けされるのか どうか,さらに生産的領域 .不生産的領

域 もどのようなセクタ一分煩が採 られるのか不明だからである｡ CA柚 B のセ

クター細分類は主に基礎的暑邑済単位の経済行動を決定する特徴やr従ってなされ

る もの と考去られるだけで,それ以 ヒ論及することはできないのであるn ただ

部門間 CNl(pB以外のヴァリアントにおいては省官庁別の基準で細分顕される

7)修正 cm¢Bや部門間 CNt◎Bの生産的領域の細分類が企業ペースの産業分類であるとする-
根拠は,その取壊かサービスを生産し,また不生産的消費支出を行うことが表示されている点に
ある｡
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ので,それだけでは所有関係ないし生産関係の再生産が表面的にしか描捉され

ないことになる｡

(3) 第 5表の具体化 として第 1次分配勘定が設けられなけれ ば な らない｡

C爪¢B ではその勘定がなく, 取引税を除 く部門別生産国民所得が 所得 ･支出

勘定の流入側に記録され,流出側に住民への支払 (賃金,プレミアム等)が入

るO他方 MPSでは物的生産部門の所得 ･支出勘定o)流入側に企業O-)第 1次所

得が計上 されるが, 流出側に住民の第 1次所得は記壊 されないoCm¢B で取

引税が別個に生産物穫類別に記録されるノ掛ま分析 目的上便利であるが,取引税

を再分配ブロックで示す MPSと比較 して両 システムの理論的意味が異なって

くる｡ つまり,MPSでは取引税が剰余価値ない し生産国民所得の 1部分 と考

えられているのに対 し,cm¢Bでは SNAの処理方法に傾斜 し,取引税が間

接税 として明示されその起源が酸味にされているo

(4) 国民所得の再分配に関してoMPSマ トリクスでは C州◎Bの原則にあ

わせて蓄積資金調達勘定を設けたため,現行資金Bにおける再分配 フロック一

括表示の原則を放棄することになったO このことの意味は重要であるO各勘定

に2分法を採用すれば再分配ブロックは切断され,一層その理解が困難になる

か らであるo Lか し少なくとも蓄積資金の経路を多面的に明示するためには一

括表示の原則を放棄することが望ましいのであって,これが SNAの成果を吸

収した cm¢B の特徴であるといえる.

(5) MPSには自己留保資金の項 目がないので, マ トリクスのバ ランス計舞

上残差現 Elとなる｡現行資金Bではそoj役割が過小だったた砂か,あるいは企

莱 .組織に蓄積用自己資金を留保 させ ヂほとんど全部を財政に吸収 してしま う

という制度を反映 してなのか, いずれにせよそれは分配ブロックか ら脱落 して

いるoCA小さB で積極的に 自己留保資金 を明示 しているのは, 近年の経済改革

におけるその役割を強調するものとして評価できるO

(6) 非物的サービスについてnベルキ ソが指摘 しているように現行体系では

その過小評価がある8)o このことは例えば第6表の11行 .列が現行の指標体系
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では埋めつ くされないことか らみても判断できようOまた細部にわたる両 シス

テムの相異 として次の点がある｡非物的分野の住民の賃金は MPSマ トリクス

で-勘定 として設けられるが,CM◎Bではその勘定がなく.第 3表の D8.7に

記録されるo Lか LMPSでこの勘定を設けることにより住民間のサービス取

引が明示されるo 例えば住民による家事使用人などへの支払は第 6蓑の d12.10

に記録 されるU C入4◎B ではそのような取引を描捉することが困難であると判

断 Lたためか,第 3蓑の Dg.5,D8Bは窄白で. 購入経路だけを示す D6.8があ

るのみである｡

(7) 対外関係についてO外国経済単位の取引は C爪¢B で企業 ･供閑 ･住氏

との直接的取引 として明示され,財政 システムとの取引がないO 反対に MPS

では外国との取引はすべて財政 ･信用 システムを経由するものとみなされてい

る｡さしあた り捕捉 レベルの相異によるものといえるが,社会主義諸国の対外

経済取引の実状に照 らしてその是非を判断すべ きであろう｡

(8) 資産勘定に関 して CNl¢B に.は金融資産 ･負債があるが,MPSでは不

明である｡

以上の相異点 と評価をおさえて次に両システムの全体的評価を行う0

ⅠⅠⅠ イサエフ提案の意義 と非現実性

(1) 上掲窮 5表はイサエフにより cm◎B編成方法論の原則を示す ものとさ

れているが,73年までに公表された C爪d)B はその具体化かこ失敗 しているO何

故そういえるのか｡ CM◎B で再分配ブロックをいわゆる経常勘定 と蓄積勘定

に分離 している点は成果であるが, 各勘定を2分法に従って酉己列 しているの

で再分配ブロックを一括 して理解できなくなっている｡MPSマ トリクスでは

蓄積資金調達勘定を所得分野己勘定の下に配置することに よりこの難点を回避 し

ているo rさらに cm◎Bでは 第 1次分配勘定を脱落させる ことにより市生産

過程の所得 と実物のフローの分離が不鮮明になっている｡ 最 も重要な問題は

8) lSeJIKnH他 〔08〕 CTP170
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C爪¢B のセクター分類が表面的であり, それが 本質的な所有 ･生産関係の把

握を硬練に していることである｡ したが って cm中Bは SNAの影響を受けた

独自案であるが,MPSの特色を欠落させ,再生産過程モデルの具体化に必 ヂ

Lも成功 していないのであるo

他方 MPSは社会経済再生産培道の諸局面を反映する諸表であり,その- ト

リクス蓑示 も可能である. CM¢B を現行の指標体系で構成する限 りそれはか

なり単純化され,また構成上のバランス性を保障 しない指標を総括せねばなら

ないことからくる困難 (空白部分の存在 と方法論的比較不可能)がでてくる｡

このことは MPSマ トリクスについてもいえることであって,それ らの欠陥は

cm¢Bにではなく, その成果を部分的に導入 した MPSマ ト1)クスに もとづ

いて漸次改善 ･克服すへきである｡ 結局, イサエフらの研究の第 1の意義は

MPSマ トリクス表示の必要性 とそれがかつての BHX総括表に代替すべきこ

とを示唆 した点にある｡ しか し C爪中Bは現行 MPSに代替するものではあ

りえないo今後 6HX研究の方向は,BHX総括蓑にかねる MPS基本マ トリ

クスを完成させ,それに もとついて相互に連絡のある個別諸表を展開すること

であろう｡

(2) ところでベルキ ,/=イヴァンチェル [07], ポール等 [17]はイサエフ

提案に対 して断片的な批判をしている.要拍 g-れば次の3点になる｡その第 1

は, C入仲 B が国民経済取引の糎大なマ トl)クスであ り,再生産過程の表面的

特徴づけでしかないということO第 2に,取引の反映は重要であっても,cm申B

が計画作成やその遂行の分析用具とはな りえないことO 第 3に,cm¢6 を完

成させるには下位 レベルでの業務対象別勘定の実施,計算システムの再編成が

必要であるが,今のところそれは非現実的,非経済的であること9)｡ しかしな

が ら第 1の批判点は的外れである｡何故なら現行体系においても所得 ･資金の

取引は部門 .セクター別に捕捉 されているが,cm¢Bはその資金取引を MPS

よりはるかに詳細かつ多面的に把握することを意図しているにすぎないか らで

9) BeJTt{Mrl他 〔07〕C69,〔08〕C172,175-1766op他 [17〕C260
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ある. したがって CM¢Bが再生産過程の表面的特徴づけでしかない とい う舵

判は,たんに取引の反映 とい う見方か らでてくるのではなく,先に指摘 したよ

うに枠組,勘定の配置,分類の在 り:万か らそのように批判できるのである.罪

2の批判点に関 しては, ゴスプラン系統のいわゆる正統派が伝統的な否み上げ

プ了式を基礎 とする言l画策定を堅持するのに対 し,数理派が 自動約言Ⅰ画言f算を構

想するとい う従来か らの対立が背景にある｡ ここでをの点につ き論及すること

は本稿の課題ではないので差控えるO

主寮な批判は CjⅥ◎Bが非現実的だ とする第 3点にあるO先に も述べたよう

に CNl¢B を完全に体現するには. いわゆる垂直的統合 〔CNlゆB とデータ ･

ソステムの リンク)が必要であるOイサエフがそれを重視するのは次のような

現状認識があるからであるOつま り現行 BHXの基顔にある企業の統計報告は

その作成に際 し ｢主観主義の- レメソ ト｣ -若干の作成者の願望が介在 し,そ

のため BHXデータの信蘇性に影響を及ぼ しているということ,さらに計算 ･

報告システム統一に関する uCy の従来の努力にもかかわらず.個別官庁の経

済指標の比較 と,部分的計算を合体 して一般的態様 を得ることが未だ不可能で

ある, といった事情である10)｡そこでイサエフは,基礎的経済単位で不断に発

生する第 1次情報を複式記入原則で記録させ,上級 レベルの CNl¢Bに直接連

結 させるヒエラルキー的情報 システム (自動化された社会的簿記システム)の

創出を粟津する. さらにそC')創出上, 各種指標 ･分芙頁o)標準化 とノ､ランス計

算用のプtlグラム化を行い,全企業 .組織に義務づける といった技術的側面の

整備が必要 とされるo情報ソステムを制度的に確立するには既存の社会経済組

澱 ･機構の重大な変草を必要 とするので,一挙にそれを実現させることは不可

能である｡その点はイサエフ自身理解 してお り,彼は継承性 と漸進性の観点か

ら改革の現実的な方向を提起する｡すなわち価値運動の正確な直接的計算のた

めの諸条件が成熟 し,伝統的な統計的方向 との交替による利益が疑いないよう

な領域において社会的簿記システムを創出することであって,現在の ところそ

10) HcaeB[13〕C151,268
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れは統計的方向と対立するものでなく,む しろ補足するものであるとされる｡

確かにいわゆる第 2義統計の対象簡域においては,各経済単位の情報的従属が

容認 される限 り統計観祭に代ってヒエラルキー的情報システムが進出してい く

であろう｡ (ソヒエ トではすでに各省のたて割 りで 自動情報 システム (ACy)

を開発中 であるといわれるo)それでも情報の信頼性 ･正確性の批判 ･吟味の

必要は消滅 しないことを付言 しておかなければならない｡他方いわゆる第 1義

統計の対象領域は一般に分析対象の複雑 さと顕著な不確定要素の存在により特

徴づけられるO さらにその経済面に限定 しても直接貨幣運動 と関連 しない過程

や清記をもたない主体が存在する以上,統計観察の必要はなくならないO もし

イサエフがこの対象領域まで包括 した自動情報システムを構想 しているならば,

それが非現実的であると批判されるのも当然である｡ しか し彼はその創出を企

業 レベルの経済取引領域に限定 しているのであって,必ず しも非現実的である

とはいえないoただ国民経済全 レベルで複式記入原則に もとっ く簿記記録を実

施させる必要があるか どうかは別問題である｡何故なら所得 .資金取引の多面

的なマ トリクス表示のためには,現在の MOB作成作業以上に多 くの費用 ･時

間 ･労力を必要 とするからである｡ したがって結論 として言えることは,垂直

的統合 という目標が未だ射程距離にはないということである｡ この点に関連 し

て興味深いのは,｢所得一商品モデル｣ を開発 したベルキ ン等が既存の経済情

報のみでそO-)モデルを実践的に操作可能なものにできると自負 していることで

ある｡ このモデルの特故は 爪06(商品循環モデル) と所得循環を接合 した新

形式にあるが,その検討は別の機会にゆずるu

VI お あ り に

ソビエ ト最初の BHXの公刊50周年を記念 して1976年11月に ｢社会主義経済

の分析 .計画化における/lランス方法｣の会議が 開催された. その会議要旨

[16]より近年のソビエ トにおける BHXの問題領域 と研究動向を知ることが

できるOその会議でのフェトt/ソコ報告 [18]に よれば,バランス方法研究の
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課題はまず第 1に,州06 の方法 ･モデルの一層の改善 (最適部門間モデルの

開発 ･適用)であ り,それ との関連で報告 ･計画 NtOBの図式 .分額を合致 さ

せ,地域 .国民経済 6作成期間の短節 と完全な比較可能性を確保することが必

巣であるO第 2に,現行の6諸表に消費 ･需要側面 を多角的に反映 させること

(住民o)階層別所得 ･消費バラ/スの開発 ･利用) であって.それ.との関連で

家計調査データの代表性 とグループ分けの向上及びその定期的実施が必要であ

るD窮 3に,現行 BHX諸表の完全統合ない し単一 BHXモデルへの転化U第

4に,BHXモデル統合において社会的側面 をも旬含すること (上述の階層別

B の他かこ労働力移動 B などの開発)｡ 第 5に, バ ラソスモデルを国民経済計

画化モデルシステムに連結すること,以上であるO

本稿では第 3の研究方向 ,問題領域に 限定 して. 数理派の開発 した C州¢B

を現行 MPSと比較検討することにより一定の評価 を行なったのである｡上記

の BHX研究の諸方向は,今 日 SNA をめ ぐる資本主義諸国での国民経済計算

論の研究方向と多 くの点で共通するが,他方でその独自性を認めることができ

るOその点を念頭におきつつ, ソビエ トや社会主義諸国での今後の研究動向を

注意深 く見極めてい く必要があろう｡

〔付記〕 本稿執筆後, イサエフ編著 CBODHZ,TfiMaTepHaJIbtlO一申 HaHCOBhlir

6aJTaHC(rTpO6JTeMhIMOAenHpOBa71IlfI) Ni,1978,303cTP を入手 した.本稿で

指摘 した CNl中B の欠陥のい くつかはそo)文献で是正されている. まず第 1に,

従来の CNl◎B研究で分類問題が軽視されていたのに対 し, この文献ではそれ

に重要な位置が付与 されている｡第 2に,本稿で修正 CNl中B を作表 した意図

描,種 々の C肌¢B を包括する一般図式 を提供することであったが, この文献

で初めてそれに類似する ｢国民経済取引/ミランスの一般図式｣(約 50×50行列,

Ta631打ua7.) が与えられている｡ 第3に, 本稿では修正 C爪◎6 及び部門間

CNl¢Bの生産領域における部門分類が 企業べ-スのそれであると判断 したが,

この文献で一姫図式のそれを uCyの国民経済部門分煩 (事業所ベース)にす
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る と明記され,若干の手直 しがなされている｡第 4に,分析 目的 ･対象に即 し

た cm¢Bの種 々のヴアリ7ソトが提示されているが,そのうち ｢所得再分配

7 Tll)クス｣ (Ta6JrFILIa17.) で始めて第 1次所得の勘定が酉己置されているO

この後者 2点は本稿での批判が正当であったことを立証する ものに他ならな

くバランスモデルの設計及び方法論にあてられてお り,現行バランス諸表を統

合した基本マ トリクスの完成 とい う方向は打出されていないOむ しろ反対に,

すべての道連関を捕捉する多種多様な分計的モデル-経済取引マ トリクスを提

起 し,現行 13HXで描捉 されない領域までモデル化できるとして,さらに自動

情報システムの完成により.現行体系に対 しても一層正確な情報 を提供できる

として,その研究の存在意義をイサエフらは主張 している (TaM Xe,CTp.18-

19)｡ 言 うまでもなくそのような研究は重要ではあるが,イサエフらの場合,

たんなる可能性の追求に留まってお り,現実の計画 ･統計実践の具体的な検討

か ら出発した実際的な提案 とはなっていないのである｡

(1979年 5月10日稿)
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